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長野県高等学校改革プラン実施計画概要の配布について抗議の申し入れ

　県立高校の統廃合が多くの県民、教職員の心配や不安をよそに、2007年度実施にむけて進められようとしています。今回標記資料が学校現場に届けられ、生徒や児童に配布されることが明らかになりました。この「概要」には新しい学校の募集学級数、募集開始年度、活用する校地校舎と並んで、学校の特色と設置コース、設置系列、設置科目、選択科目群などが「実施計画」の記述通りに記載されています。これらの内容は学校ごと、あるいは統合校間で検討するなかで、変更の可能性の大きいものであり、その点については地域説明会で県教育委員会事務局自身が認めています。しかし「概要」のどこにも「現在検討中の内容を含んでいます」「変更の可能性があります」という文字を見つけることができません。また、現在の定時制・通信制課程がどのように統合されるのかの記述がありません。これを見た生徒や保護者が「来年度からこんな学校ができる」と受けとめるおそれは十分あります。その意味でこの「概要」は不正確で、不十分なものであり、県民や学校現場に大きな混乱をもたらすものと断ぜざるをえません。「概要」を配布しようとする県教育委員会の姿勢は無責任であると考えます。

なぜ、大慌てでこのように問題の多い資料を配付してしまうのでしょうか。県教育委員会が高校の数を来年度には減らさなくてはならないということを最優先にしてしまい、冷静に考えれば当然慎重であるべきことが見えなくなっているからです。高校改革プランの「魅力ある学校づくり」という原点を見失っているからです。

学校現場では、通常の教育活動をしながら、大変な労力を払い新しい学校づくりに向けての努力が始まっています。教職員は地域や学校の実態を踏まえ、生徒やＰＴＡ、同窓会をはじめとする地域の人々と対話を積み重ねて、実施計画とは異なる教育課程づくり、生徒たちにとってよりよい学校づくりを進めようとしています。今回、このような資料を配付するねらいは、うがった見方をすれば、そのような現場の努力を無視して、急いで統廃合をするために、実施計画に盛り込まれた内容を既成事実化しようとしているとしか考えられません。しかし、上から教育課程を押しつけることは許されないだけでなく、教職員の士気を低下させ、長野県の教育にはかり知れない不利益をもたらすものです。一番の被害者は高校生や子どもたちです。

　「概要」について以下の通り、申し入れます。誠意ある対処を求めます。

１　現在の「概要」の配布はしないこと。

２　すでに配布した「概要」については「未決定であり検討中の内容である」旨の通知を配布すること

３　児童、生徒、保護者をはじめ県民にむけて、「概要」の内容は現在検討中で変更があり得ることを広く知らせること。
